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当社持分法適用会社である豪州CBH Resources Limitedの合併に関するお知らせ（第２報） 
 
 本年３月２６日、当社が出資する CBH Resources Limited（持分法適用会社、以下ＣＢ
Ｈ社という。）が、Perilya Limited（豪州、以下 Perilya社という。）による買収合併に合
意いたしましたことは、同日既にお知らせしておりますが、その後の状況に変化がありま

したので下記の通り改めてお知らせいたします。 
 

記 
 
１．合意後両社により合併に向けて手続きが進められておりましたが、今般、Perilya社
からその後に生じた亜鉛・鉛相場の下落と両社の株価の大幅下落（特に Perilya社の株
価が下落）により、合併をそのまま実行することは困難になったとの通知が CBH社に
ありました。 

 
２．これを受け、6月 19日に CBH社から Perilya社を買収合併すると言う逆提案がなさ
れました。Perilya社の従来提案は、CBH社 3株に対し自社株 1株を交換するというも
のでしたが、CBH社からの新提案は、Perilya社株 1株に対し同社株 3.5株と交換する
と言うものです。 

 
３．CBH社の新提案を受け、ASX（オーストラリア証券取引所）では 6月 20日及び 23
日の両日、両社株の取引を停止しておりましたが、昨日 6月 24日に Perilya社経営陣
は、新提案を拒否いたしました。 
Perilya社の主張は、『CBH社が 6月 17日に発表した合理化案等の新たな状況が正確に
合併提示書に反映されず、その為に合併手続きが遅延し、既存の合意が無効となる』と

言うものです。又、CBH 社の新提案に関しても『同様の理由で不適切であると言うこ
とから受け入れられない』と言うものです。 

 
４．一方、CBH側は、『 Perilya社経営陣が新提案を株主に選択する機会を与えなかった
ことは不当である』との発表を行ないました。 

 
５．また Perilya社は、『合併が解消してもブロークンヒル地区での鉱山事業の相乗効果は
引き続き追求する』とのコメントを発表しております。 

 
 
当社としましては、当面事態の推移を静観し、見守る方針です。 
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